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2023年度基本要求書提出交渉
誰もが安心して生き生きと働き続けられる職場環境をめざして
長時間労働の是正、臨任・会計年度任用職員・再任用職員の処遇改善、ノーマライゼーションの推進
　自治労県職労は10月26日、労務担当局長に対して2023年度基本要求書を提出し、交渉を行いました。
基本要求重点課題
１．新型コロナウイルス感染症対策について
〇新型コロナウイルス感染症対策関連業務については、対策本部等に必要な人員を配置し、全庁応援体制を解消すること。
〇当面応援体制を継続せざるを得ない場合は、応援を送り出す職場には人員配置を行うこと。また、引き続き事業の休止等を継続すること。
〇コロナ対策業務について、業務の実施、引継ぎなど、応援職員に丸投げせず、所管所属が責任を持つこと。
２．健康で働き続けられる労働条件の確立について
〇労働基準法及び地方公務員法でも、時間外勤務は原則法違反である。まずそのことを周知徹底すべき。
その上で、当面月45時間以上の時間外勤務を解消する策を講じる必要がある。
〇組合としては、時間外勤務の主な原因は人員不足であると考えている。したがって、各所属で月４５時間を超える時間を人数積算し、増員することを求める。
〇当局が人員不足以外に原因があると考えているのならば、その原因を明らかにし、改善策を具体的に提示すべきである。
〇当局の言う「朝夕ミーティング」「時間外勤務把握」の徹底は、特定の職員への時間外勤務の集中は避けられるが、他の職員の時間外勤務が増えるだけで、時間外勤務早退を減らすことにはならない。
〇他県で行われているように、労使のワーキンググループによる検証、改善策の協議の定期開催を求める。
〇議会対応や議員からの質問や照会について、「働き方改革」の観点からルール化するよう、議会との調整を行うこと。
〇コロナ禍で明らかになったとおり、県民の命と健康を守るために、感染症対策や生活保護対応など、保健福祉事務所は大変重要であることを踏まえ、大幅に人員増を行い、機能強化を図ること。
３．労働安全衛生の確立について
〇現職死亡やメンタルヘルス不全、公務災害が発生した所属については、職場の問題点の洗い出しを行い、早急に対策を講じること。
〇労働安全衛生の視点で豚熱の対応について検証し、今後の対策に反映すること。

４．仕事を進める条件の整備について
〇中途採用者の昇格運用について、前職での経験年数を初任給格付や昇任・昇格に必要な在職年数に加算するなど、抜本的に改善すること。
〇電話交換業務を廃止又は委託することなく、視覚に障害のある電話交換職員の職場を確保するとともに、視覚障碍者の新たな適職について検討すること。
〇車椅子利用の職員が移動できるよう十分な執務スペースを確保すること。東分庁舎においても、障害のある職員が安心して通行できるよう、室内外の通路幅を確保すること。
〇本庁舎駐車場の舗装を整備し、入口に車椅子用スロープや手すり等を設置すること。
〇「スーパーバイザー」の仕組みを導入し、職場における業務の指導・教育の仕組みを確立すること。
〇東庁舎12階レストランの営業にあたっては、セキュリティの確保や業務に支障が生じないよう対応すること。
〇育児休業承認の辞令交付が取得開始日の直前のため、地方職員共済組合への育児休業手当金の申請が遅くなり、手当金の受給が数か月遅れになることから、育児休業承認の辞令交付を早期に行う等の措置を実施し、育児休業開始月から手当金の支給がなされるよう地方職員共済組合側と調整すること。
〇会計年度任用職員等の健康診断について、がん検診、指定年齢検診、人間ドックの対象とすること。
５．雇用と年金の接続について
〇再任用職員の処遇を改善しなければ、定年延長後、職場は混乱する。定年延長後の職員と再任用職員の間に格差が生じないような制度の見直しを行うこと。

６．公正労働基準の確立について
〇会計年度任用職員の任用について、希望する者が働き続けられるよう、名簿登載方式の導入など、任用方法を見直すこと。
また、臨時的任用職員を含めて、労働契約法、男女雇用機会均等法などにより、民間の非正規労働者が保証されている権利を保障すること。
〇臨時的任用職員の雇用の安定を図るとともに、任用形態の変更については、事前に当事者に十分説明するとともに、各種手当の申請が必要な場合には、遅れることなく手続きが行えるよう、当事者及び所属担当者に周知すること。
〇「同一労働同一賃金」の観点から、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金・労働条件等について、常勤職員との均等・均衡を図ること。
〇会計年度任用職員の業務を検証し、「定型的・補助的業務」にあたらない業務の処遇について、交渉・協議を行うこと。
７．ノーマライゼーションの推進について

〇人事異動にあたって、障害による通勤等の困難性を踏まえ、本人希望を尊重し、早期に内示等を行うこと。
〇職場環境の整備・改善、使用機器の整備・更新及び事務処理システムの構築・更新に当たっては、「情報バリアフリーガイドライン」を順守するとともに、障害のある当事者の意見を十分把握とともに、事前の確認、操作研修など合理的な配慮を行うこと。
〇重度障害者の雇用を積極的に行うこと。
〇今後の障害者雇用のあり方について、障害当時者や障害者団体を含めて検討を行うこと。
支部代交渉自治労県職労発言
　１つ目は、初任給や若手職員の給与水準改善についてです。新規採用職員等と意見交換すると、「思ったより手取りが低い」「大学同期で民間に行った人の方が給与高い」といった声をよく聞きます。

　先日出された人事委員会勧告では、初任給や若年層職員の給料を引き上げることとしていますが、あのような額ではとても足りません。

　今年の春以降、エネルギー価格を中心に物価上昇が急激に進んでおり、生鮮食品を除いた消費者物価指数は昨年に比べて２％台の上昇が続き、先月はついに31年ぶりに３％の上昇を記録しています。

　そのような中で、先の人事委員会勧告で示された行（１）の給料表改定率はたったの0.27％であり、物価上昇率には遠く及ばず、実質賃金は更に低くなる一方です。今般の急激かつ記録的な物価上昇を加味した賃上げを強く要求いたします。

２つ目は、育児休暇についてです。現在、職員の子が１歳半までの間は、１日に120分以内の育児休暇取得が可能となっていますが、１歳半を過ぎたら全く手がかからなくなるわけではありません。

青年部にも育児中の組合員がいますが、子どもが１歳半を過ぎると育児休暇が取得できなくなるため、保育園の送迎等に間に合わず、年休を毎日削って対応している組合員もいます。年休が足りなくなったら、ただでさえ少ない給与を更に削って部分休業せざるを得ないという悲鳴に近い声も届いています 。

ほかの自治体では、神奈川県よりも長い期間、育児休暇の取得のできるところも少なくなく、県内の自治体においても県よりも長い期間で育児休暇の取得が認められているところもあります。

育児と仕事との両立を推し進める観点からも、是非、取得可能期間の延長、できれば義務教育終了まで取得が可能となるよう見直していただきたいと思います。

　３つ目は、一時金の引上げについてです。先の人事委員会勧告では、引上げ分の0.1か月分を勤勉手当に配分することとされていますが、期末手当に配分するよう求めます。

　勤勉手当は、育児休業期間に応じて除算されるため、勤勉手当の引上げは育児休業取得者にとっては恩恵がありません。全ての職員に賃上げの恩恵が行きわたるよう、一時金の引上げは期末手当により行ってください。あるいは、育児休業期間の在職期間除算率を撤廃ないしは引き下げることを強く要求します。

　県当局として、男性職員の育児休業取得率向上を積極的に呼び掛けていただいているところですが、呼び掛けるだけではなく、生活給がカットされないような措置も併せて講じることが不可欠です。

４つ目は、テレワークに係る費用弁償の早期制度化についてです。県では、感染拡大期を中心に「テレワークデイズ」として、出勤削減率を50％とする全庁的な取組を推進しており、今も多くの職員がテレワークを実施しています。収入の少ない若手職員の中には、高騰する電気代を考慮して、真夏でも冷房をつけなかったり、部屋の照明を最小限にしたりなど、苦労してテレワークを行っている声を見聞きします。これから冬を迎え、暖房を使用する機会が増えますが、その費用を負担する仕組みとして旅行雑費の活用など、実現に向けた検討をお願いします。

　５つ目は、住居支援についてです。本県の不動産賃貸価格は他県に比して非常に高いにもかかわらず、住居手当額は賃貸価格が比較的低い自治体とほとんど変わりません。国や他の広域自治体にはある職員宿舎も本県にはなく、給与水準の低い若手職員には大きな負担となっています。賃金水準の低い若年層職員への住居支援を検討するようお願いします。

最後に、長時間・過重労働是正についてです。

本県においては、月100時間を超える過労死水準の時間外勤務が無くならず、月45時間を超える時間外勤務も減らないことから、県人事委員会は今年の人事委員会報告・勧告で、「特例業務の範囲見直し」や「人員の適切な配置」を求めています。当局は人事委員会にどのように応えるのでしょうか。

長時間労働はこれまでの無理な人員削減が大きな原因です。原因に対する適切な対応以外、長時間労働を無くすことはできません。各所属の時間外勤務時間から積算した人員増を強く求めます。
県労連2022確定闘争日程

〇11月2日（水）　　第3回幹事団交渉
　　　　　　　　　　　県労連総決起集会
　　　　　　　　　　　18時30分から
　　　　　　　　　　　県教育会館（web併用）

〇11月9日（水）　　県労連最終交渉
自治労県職労拡大評議委員会
　　　　　　　　　　　　19時～本庁地下014
〇11月11日（金）　戦術配置
